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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 「持分法を適用した場合の投資利益」は、関連会社がないため、記載しておりません。 

４ 第21期については、平成17年11月18日付で１株を２株に株式分割しております。 

５ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

６ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 4,057,742 4,201,127 4,865,487 10,614,120 10,631,202

経常利益 (千円) 64,857 86,567 101,573 597,233 502,183

中間(当期)純利益 (千円) 36,301 49,440 52,909 340,335 286,150

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 552,985 1,017,995 1,017,995 552,985 1,017,995

発行済株式総数 (株) 8,138 9,138 18,276 8,138 18,276

純資産額 (千円) 2,479,632 3,243,897 3,396,357 2,786,192 3,478,125

総資産額 (千円) 8,636,741 10,244,415 10,031,179 8,727,077 9,471,950

１株当たり純資産額 (円) 308,949.93 359,414.67 188,153.44 347,145.86 192,683.26

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 4,522.98 5,798.78 2,931.08 42,404.08 16,303.72

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 5,000 5,000

自己資本比率 (％) 28.7 31.7 33.9 31.9 36.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 640,761 △111,431 52,286 286,153 13,425

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △128,388 △ 48,129 △31,451 △74,873 △54,038

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △541,275 873,231 △331,750 △553,587 491,042

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,004,383 1,404,647 830,491 690,977 1,141,407

従業員数 (名) 63 68 69 64 63



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 69 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期におけるわが国の経済は、企業収益の改善や設備投資の増加を受けて穏やかな回復基調で推移してきた
ものの、所得較差の拡大や税制・社会保障負担率の見直しによる不安から個人消費は依然として力強さに欠ける
部分が残るなど、景気回復に向けての不透明感を払拭するには至りませんでした。 
住宅業界におきましては、人口の都心回帰の流れが低迷を続けてきた地価を支え、金利の先高感や住宅税制の継
続により新築分譲マンションに対する需要が底堅く推移してきた反面、供給過剰を背景とした価格競争が激化
し、各社の販売力がその成否を左右する状況でありました。 
このような環境の中、当社は積極的にマンション分譲を推進させ、愛知県一宮市に1棟（42戸）、愛知県岡崎市

に1棟（29戸）、愛知県長久手町に1棟 (45戸)、名古屋市に1棟（13戸）、岐阜県岐阜市に1棟（29戸）の合計5棟

（158戸）を完成させ、前期末から繰越した完成在庫と合わせて 167戸の売上を計上するに至りました。 

その結果、売上高は 4,865百万円（前年同期比 15.8％増）、売上総利益は 777百万円（前年同期比0.7％増）と

なりました。また、当社の売上高は毎期下半期に集中する傾向が強く、一方販売費及び一般管理費につきましては

業容の拡大とともに増加し、かつ毎月ほぼ均等に発生することから、必然的に上半期の各段階利益は通期予想と比

較しその額は小さく、経常利益は 101百万円（前年同期比17.3％増）中間純利益は 52百万円（前年同期比7.0％

増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、完成前のマンション分譲代金の増加等により 

52百万円（前年同期は△ 111百万円）となっております。そして投資活動によるキャッシュ・フローはインフォメ

ーションセンターの改修により△ 31百万円（前年同期は△ 48百万円）となり、また財務活動によるキャッシュ・

フローは、配当金の支払および借入金の返済による支出により△ 331百万円（前年同期は 873百万円）となってお

ります。 

この結果、当中間期末の現金及び現金同等物は前期末と比較し 310百万円減少し 830百万円となっております。

  

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社の主たる業務には生産に該当する事項がありませんので、記載を省略しております。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における販売不動産の契約実績は次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における不動産の販売実績は次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

  期首契約残高 
前年同期比
(％) 

期中契約高
前年同期比
(％) 

当中間期末 
契約残高 

前年同期比
(％) 

分譲マンション事業 

数量 
(戸) 

3 300.0 198 126.1 34 212.5

金額 
(千円) 

79,947 361.2 5,720,315 122.2 943,483 184.3

  数量(戸) 前年同期比(％) 金額(千円) 前年同期比(％) 

分譲マンション事業 167 117.6 4,856,779 115.8 

その他事業 ― ― 8,708 103.0 

合計 167 117.6 4,865,487 115.8 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 64,000

計 64,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月24日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 18,276 18,276

東京証券取引所
(市場第二部) 
名古屋証券取引所 
(市場第二部) 

― 

計 18,276 18,276 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年９月30日 ― 18,276 ― 1,017,995 ― 332,803



(4) 【大株主の状況】 
平成18年９月30日現在 

  
(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名儀の株式が27株（議決権27個）含まれております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

加 藤 隆 司 愛知県一宮市 938.0 5.13

いちい信用金庫 愛知県一宮市栄１丁目４－12 902.0 4.93

早 田 千加子 愛知県愛知郡長久手町 859.0 4.70

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目26 800.0 4.37

エイチエスビーシー バンク ピ
ーエルシー アカウント アトラ
ンティス ジャパン グロース 
ファンド(常任代理人 香港上
海銀行 東京支店) 

東京都中央区日本橋３丁目11-１ 600.0 3.28

名工建設株式会社 名古屋市中村区名駅１丁目１－４ 560.0 3.06

宮 川 和 利 愛知県稲沢市 465.6 2.54

阿 部 洋 二 愛知県一宮市 440.0 2.40

株式会社ブイティ・キャピタル  名古屋市中区錦３丁目10－32 383.0 2.09

中野建設株式会社 愛知県一宮市新生４丁目１－７ 374.0 2.04

計 ― 6,321.6 34.59

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式   225 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  18,044 18,044 ― 

端株 普通株式    7 ― ― 

発行済株式総数 18,276 ― ― 

総株主の議決権 ― 18,044 ― 



  

② 【自己株式等】 
平成18年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社エムジーホーム 

名古屋市中村区名駅 
３丁目22番８号 

225 ― 225 1.2

計 ― 225 ― 225 1.2

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 366,000 319,000 304,000 285,000 324,000 310,000

最低(円) 313,000 298,000 279,000 279,000 282,000 265,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表については中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９

月30日まで)の中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受けております。 

  なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、みすず監査法人となりました。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社を有していないため、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵

省令第24号)による中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    1,559,455 985,336   1,296,234 

２ 売掛金    7,790 14,639   46,432 

３ 販売用不動産    1,783,858 1,705,822   1,953,883 

４ 仕掛不動産 ※２  4,690,187 5,175,004   4,006,939 

５ その他 ※３  132,135 182,244   122,518 

  貸倒引当金    △ 200 △ 6,000   △ 6,000 

流動資産合計    8,173,226 79.8 8,057,047 80.3   7,420,008 78.3

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物 ※２  573,183 555,094   560,331 

(2) 土地 ※２  840,751 833,001   838,335 

(3) その他    83,329 74,726   78,229 

有形固定資産合計    1,497,264 14.6 1,462,822 14.6   1,476,896 15.6

２ 無形固定資産    2,963 0.0 2,963 0.0   2,963 0.0

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２  523,014 453,616   515,962 

(2) 会員権    45,000 44,422   44,422 

(3) その他 ※２  37,947 44,730   46,120 

  貸倒引当金    △ 35,000 △ 34,422   △ 34,422 

投資その他の資産 
合計    570,961 5.6 508,346 5.1   572,082 6.1

固定資産合計    2,071,189 20.2 1,974,132 19.7   2,051,941 21.7

資産合計    10,244,415 100.0 10,031,179 100.0   9,471,950 100.0

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金    849,887 854,147   73,998 

２ １年内償還予定社債    184,000 84,000   84,000 

３ 短期借入金 ※２  2,470,000 1,960,000   2,710,000 

４ １年内返済予定 
  長期借入金 ※２  710,000 1,100,000   410,000 

５ 未払金    72,184 77,628   63,876 

６ 未払法人税等    31,467 33,567   195,438 

７ 前受金 ※２  117,643 386,608   117,500 

８ その他 ※３  24,268 30,293   19,751 

流動負債合計    4,459,451 43.5 4,526,244 45.1   3,674,565 38.8

Ⅱ 固定負債          

１ 社債    248,000 164,000   206,000 

２ 長期借入金 ※２  2,180,000 1,860,000   2,000,000 

３ 退職給付引当金    21,802 27,177   23,624 

４ その他    91,264 57,400   89,634 

固定負債合計    2,541,066 24.8 2,108,577 21.0   2,319,258 24.5

負債合計    7,000,518 68.3 6,634,821 66.1   5,993,824 63.3

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,017,995 9.9 ― ―   1,017,995 10.8

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金    332,803 ―   332,803 

  資本剰余金合計    332,803 3.3 ― ―   332,803 3.5

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金    14,600 ―   14,600 

２ 任意積立金    1,600,000 ―   1,600,000 

３ 中間(当期)未処分 
  利益    148,758 ―   385,468 

利益剰余金合計    1,763,358 17.2 ― ―   2,000,068 21.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    175,955 1.7 ― ―   173,474 1.8

Ⅴ 自己株式    △46,216 △0.4 ― ―   △ 46,216 △0.5

資本合計    3,243,897 31.7 ― ―   3,478,125 36.7

負債及び資本合計    10,244,415 100.0 ― ―   9,471,950 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 1,017,995 10.1   ― ―

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   ―   332,803 ―   

資本剰余金合計    ― ― 332,803 3.3   ― ―

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―   14,600 ―   

(2) その他利益剰余金          

別途積立金   ―   1,800,000 ―   

繰越利益剰余金   ―   148,122 ―   

利益剰余金合計    ― ― 1,962,722 19.6   ― ―

４ 自己株式    ― ― △ 46,216 △0.4   ― ―

株主資本合計    ― ― 3,267,305 32.6   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 129,052 1.3   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 129,052 1.3   ― ―

純資産合計    ― ― 3,396,357 33.9   ― ―

負債純資産合計    ― ― 10,031,179 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    4,201,127 100.0 4,865,487 100.0   10,631,202 100.0

Ⅱ 売上原価    3,428,691 81.6 4,087,662 84.0   8,702,123 81.9

売上総利益    772,435 18.4 777,825 16.0   1,929,079 18.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    635,770 15.1 634,413 13.0   1,322,707 12.4

営業利益    136,664 3.3 143,412 3.0   606,371 5.7

Ⅳ 営業外収益 ※１  13,615 0.3 9,430 0.2   21,955 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  63,712 1.5 51,269 1.1   126,144 1.2

経常利益    86,567 2.1 101,573 2.1   502,183 4.7

Ⅵ 特別利益 ※３  1,600 0.0 ― ―   ― ―

Ⅶ 特別損失 ※４  ― ― 4,591 0.1   ― ―

税引前中間(当期) 
純利益    88,167 2.1 96,981 2.0   502,183 4.7

法人税、住民税 
及び事業税   28,690   30,783 219,082   

法人税等調整額   10,037 38,727 0.9 13,289 44,072 0.9 △ 3,050 216,032 2.0

中間(当期)純利益    49,440 1.2 52,909 1.1   286,150 2.7

前期繰越利益    99,318 ―   99,318 

中間(当期)未処分 
利益    148,758 ―   385,468 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

項 目 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,017,995 332,803 332,803 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当       

 別途積立金の積立       

 中間純利益       

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額) 
      

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― ― 

平成18年９月30日残高(千円) 1,017,995 332,803 332,803 

項 目 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 14,600 1,600,000 385,468 2,000,068 △ 46,216 3,304,651 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当     △ 90,255 △ 90,255   △ 90,255 

 別途積立金の積立   200,000 △200,000 ―   ― 

 中間純利益     52,909 52,909   52,909 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額) 
            

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― 200,000 △237,345 △ 37,345 ― △ 37,345 

平成18年９月30日残高(千円) 14,600 1,800,000 148,122 1,962,722 △ 46,216 3,267,305 

項 目 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(千円) 173,474 173,474 3,478,125 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当     △ 90,255 

 別途積立金の積立     ― 

 中間純利益     52,909 

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額) 
△ 44,421 △ 44,421 △ 44,421 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △ 44,421 △ 44,421 △ 81,767 

平成18年９月30日残高(千円) 129,052 129,052 3,396,357 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  88,167 96,981 502,183

２ 減価償却費  29,355 29,050 59,171

３ 退職給付引当金の増加額  5,245 3,552 7,067

４ 貸倒引当金の増減額  △   1,600 ― 3,622

５ 受取利息及び受取配当金  △   2,734 △   2,939 △   4,037

６ 支払利息  55,715 49,985 113,667

７ 有形固定資産売却損  ― 4,304 ―

８ 有形固定資産除却損  ― 286 ―

９ 前渡金の増減額  1,700 △  69,250 △   7,350

10 売上債権の減少額  351,399 31,793 312,757

11 たな卸資産の増加額  △ 1,106,865 △  919,314 △  592,699

12 前払費用の増加額  △ 20,828 △  20,178 △    575

13 仕入債務の増加額  825,723 780,149 49,833

14 未払金の増加額  27,810 13,247 19,691

15 未払費用の減少額  △   4,917 △   1,859 △   1,099

16 前受金の増減額  △   5,310 279,677 △   5,453

17 その他  △  73,665 7,373 △     75,133

小計  169,194 282,861 381,646

18 利息及び配当金の受取額  2,734 2,939       4,037

19 利息の支払額  △  56,570 △  42,842 △  117,042

20 法人税等の支払額  △  226,790 △  190,672 △  255,215

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △  111,431 52,286 13,425

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入れによる 
支出 

 △  73,786 △  73,804 △  154,827

２ 定期預金の払戻しによる 
収入 

 73,768 73,786 154,790

３ 有形固定資産の取得による 
支出 

 △  46,360 △  24,638 △   60,563

４ 有形固定資産の売却による 
収入 

 ― 5,109 4,673

５ 投資有価証券の取得による 
支出 

 ― △  12,393 △   1,182

６ 敷金及び保証金の差入 
による支出 

 △   2,080 △     481 △   2,178

７ 敷金及び保証金の解約 
による収入 

 70 161 179

８ その他  258 808 5,070
投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △  48,129 △  31,451 △   54,038



  

  

    
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入れによる収入  3,100,000 1,270,000 5,940,000

２ 短期借入金の返済による 
支出 

 △ 2,720,000 △ 2,020,000 △ 5,320,000

３ 長期借入れによる収入  925,000 1,440,000 1,645,000

４ 長期借入金の返済による 
支出 

 △  715,000 △  890,000 △ 1,915,000

５ 株式の発行による収入  465,010 ― 465,010

６ 社債の償還による支出  △  142,000 △  42,000 △  284,000

７ 自己株式の取得による支出  △    251 ― △    251

８ 配当金の支払額  △  39,527 △  89,750 △   39,716

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 873,231 △  331,750 491,042

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
増減額 

 713,670 △  310,916 450,430

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 690,977 1,141,407 690,977

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 1,404,647 830,491 1,141,407

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   販売用不動産及び仕掛不動産 

    個別法に基づく原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   販売用不動産及び仕掛不動産 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   販売用不動産及び仕掛不動産 

同左 

   貯蔵品 

    最終仕入原価法に基づく原

価法 

   貯蔵品 

同左 

   貯蔵品 

同左 

 (2) 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動平均

法により算定) 

 (2) 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平

均法により算定) 

 (2) 有価証券 

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定) 

   時価のないもの 

    移動平均法に基づく原価法 

   時価のないもの 

    同左 

   時価のないもの 

同左 

 (3) デリバティブ 

   時価法 

 (3) デリバティブ 

    同左 

 (3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法 

     但し、平成10年４月１日

以降取得の建物(建物附

属設備を除く)について

は定額法。 

     なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

     建物・構築物 ７～50年 
  
車輌運搬具・ 
器具及び備品 

３～20年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産(ソフトウェア) 

    利用可能期間にわたる定額

法 

 (2) 無形固定資産(ソフトウェア) 

  ― 

 (2) 無形固定資産(ソフトウェア) 

    利用可能期間にわたる定額

法 

 (3) 長期前払費用 

    均等償却 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 

   新株発行費については支出時

に全額費用として処理しており

ます。 

３ 繰延資産の処理方法 

      ― 

３ 繰延資産の処理方法 

   新株発行費については支出時

に全額費用として処理しており

ます。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討し回収不

能見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2) 賞与引当金 

   賞与支給対象期間の変更によ

り、当中間会計期間より賞与引

当金の計上は行っておりませ

ん。 

 (2) 賞与引当金 

     ―― 

 (2) 賞与引当金 

     ―― 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取

得日から３ヵ月以内に満期日又

は償還日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投

資であります。 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 

５ キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっており、

控除対象外消費税等について

は、販売費及び一般管理費に計

上しております。 

６ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更   

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15

年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号)を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ
りません。 

  

        ―― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減

損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 

平成14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を適用しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響はあ
りません。 

  
―― 

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等） 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しておりま

す。  

 これによる損益に与える影響はありま

せん。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は3,396,357千円でありま

す。 

また、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

 
―― 

  

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

 前中間会計期間において、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました投資事業有限責任組合

への出資は、「証券取引法等の一部を改正する法律」

（平成16年6月9日法律第97号）に基づき、当中間会計期

間より、投資有価証券に含めて表示しております。 

 なお、前中間会計期間末及び当中間会計期間末におけ

る投資事業有限責任組合への出資持分の残高は、それぞ

れ8,137千円及び9,820千円であります。 

  

           ―― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

    317,498千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

358,154千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

344,713千円 

※２ 担保提供資産 

    

上記に対する債務 

仕掛不動産 3,095,195千円

建物  58,861千円

土地  149,170千円

投資 
有価証券 

 454,695千円

差入保証金  18,750千円

計 3,776,673千円

短期借入金 170,000千円

１年内 
返済予定 
長期借入金 

710,000千円

長期借入金 2,180,000千円

前受金  35,147千円

計 3,095,147千円

※２ 担保提供資産 

    

上記に対する債務 

仕掛不動産 3,560,247千円

建物 58,684千円

土地 142,937千円

投資 
有価証券 

379,916千円

差入保証金 18,750千円

計 4,160,535千円

短期借入金 460,000千円

１年内
返済予定 
長期借入金

1,100,000千円

長期借入金 1,860,000千円

前受金 300,896千円

計 3,720,896千円

※２ 担保提供資産 

    

上記に対する債務 

仕掛不動産 2,778,929千円

建物 56,130千円

土地 149,170千円

投資
有価証券 

443,895千円

差入保証金 18,750千円

計 3,446,875千円

短期借入金 310,000千円

１年内
返済予定 
長期借入金 

410,000千円

長期借入金 2,000,000千円

前受金 3,950千円

計 2,723,950千円

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税及び仮受消費税等

は相殺のうえ流動資産の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税及び仮受消費税等

は相殺のうえ流動負債の「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

※３ 消費税等の取扱い 

───── 

 ４ 偶発債務 

  (1) 顧客の住宅ローン残高につ

いて金融機関に対して債務保

証を行っております。 

債務保証額  50,000千円 

 ４ 偶発債務 

  (1) 顧客の住宅ローン残高につ

いて金融機関に対して債務保

証を行っております。 

債務保証額  50,000千円 

 ４ 偶発債務 

  (1) 顧客の住宅ローン残高につ

いて金融機関に対して債務保

証を行っております。 

債務保証額  50,000千円 

  (2) 顧客の住宅ローンに関し

て、抵当権設定登記完了まで

の間、金融機関に対して債務

保証を行っております。 

債務保証額 564,500千円

  (2) 顧客の住宅ローンに関し

て、抵当権設定登記完了まで

の間、金融機関に対して債務

保証を行っております。 

債務保証額 425,900千円

  (2) 顧客の住宅ローンに関し

て、抵当権設定登記完了まで

の間、金融機関に対して債務

保証を行っております。 

債務保証額 251,300千円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行７行

と当座貸越契約を締結してお

ります。 

   当中間会計期間末における当

座貸越契約に係る借入金未実

行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越極 
度額の総額 

2,300,000千円

借入実行 
残高 

1,400,000千円

差引額 900,000千円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行９行

と当座貸越契約を締結してお

ります。 

   当中間会計期間末における当

座貸越契約に係る借入金未実

行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越極
度額の総額

2,900,000千円

借入実行
残高 

400,000千円

差引額 2,500,000千円

 ５ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行８行

と当座貸越契約を締結してお

ります。 

   当事業年度末における当座貸

越契約に係る借入金未実行残

高は次のとおりであります。 

当座貸越極 
度額の総額 

2,600,000千円

借入実行
残高 

1,400,000千円

差引額 1,200,000千円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

  
違約金収入 10,440千円

※１ 営業外収益の主要項目 

違約金収入 4,257千円

受取配当金 2,916千円

※１ 営業外収益の主要項目 

違約金収入 15,725千円

受取配当金 3,988千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 54,770千円

新株発行費  7,840千円

※２ 営業外費用の主要項目 

  
支払利息 49,530千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 112,027千円

新株発行費 9,830千円

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益 1,600千円 

※３ 特別利益の主要項目 

  ─────  

※３ 特別利益の主要項目 

  ─────  

※４ 特別損失の主要項目 

───── 

※４ 特別損失の主要項目 

    

固定資産売却損 4,304千円

※４ 特別損失の主要項目 

  ─────  

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 29,353千円

無形固定資産  2千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 29,050千円

無形固定資産 ― 千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 59,169千円

無形固定資産 2千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

     該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

      該当事項はありません。 

       

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 18,276         ―         ― 18,276 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株) 225         ―         ― 225 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年 6月 14日 
定時株主総会 

普通株式 90,255 5,000 平成18年 3月 31日 平成18年 6月 15日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,559,455千円

預入期間が３ヵ月 
を超える定期預金 

△154,807千円

現金及び 
現金同等物 

1,404,647千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 985,336千円

預入期間が３ヵ月
を超える定期預金

△154,844千円

現金及び 
現金同等物 

830,491千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 1,296,234千円

預入期間が３ヵ月 
を超える定期預金 

△154,827千円

現金及び
現金同等物 

1,141,407千円



(有価証券関係) 

(前中間会計期間) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(当中間会計期間) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 前中間会計期間末(平成17年９月30日)

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 207,014 501,590 294,575

② その他 9,957 11,603 1,646

計 216,972 513,193 296,221

区分 前中間会計期間末(平成17年９月30日)

その他有価証券 中間貸借対照表計上額(千円)

投資事業有限責任組合出資金          9,820

区分 当中間会計期間末(平成18年９月30日)

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 220,590 433,977 213,387

② その他 9,957 13,829 3,871

計 230,548 447,807 217,259

区分 当中間会計期間末(平成18年９月30日)

その他有価証券 中間貸借対照表計上額(千円)

投資事業有限責任組合出資金 5,808



(前事業年度) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 前事業年度末(平成18年３月31日)

その他有価証券 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

① 株式 208,196 495,560 287,363

② その他 9,957 14,638 4,680

計 218,154 510,198 292,044

区分 前事業年度末(平成18年３月31日)

その他有価証券 貸借対照表計上額(千円)

投資事業有限責任組合出資金 5,763



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

金利関連 

  

(注) 時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

金利関連 

  

(注) 時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

金利関連 

  

(注) 時価の算定方法  取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。 

  

(ストック・オプション等関係) 

   該当事項はありません。 

区分 種類
契約額等
(千円) 

契約額のうち
１年超(千円) 

時価(千円)
評価損益 
(千円) 

市場取引 
以外の取引 

金利オプション取引   

  想定元本 500,000 500,000   

  
キャップ手数料 
(買建） 

(10,800) (931) (△9,868)

合計 
500,000
(10,800) 

500,000
  

  
(931) (△9,868) 

区分 種類
契約額等
(千円) 

契約額のうち
１年超(千円) 

時価(千円)
評価損益 
(千円) 

市場取引 
以外の取引 

金利オプション取引   

  想定元本 500,000 ―   

  
キャップ手数料 
(買建） 

(10,800) (282) (△10,517)

合計 
500,000
(10,800) 

―   
(282) (△10,517) 

区分 種類
契約額等
(千円) 

契約額のうち
１年超(千円) 

時価(千円)
評価損益 
(千円) 

市場取引 
以外の取引 

金利オプション取引   

  想定元本 500,000 500,000   

  
キャップ手数料 
(買建） 

(10,800) (1,226) (△9,573)

合計 
500,000
(10,800) 

500,000
  

  
(1,226) (△9,573) 



(持分法損益等) 

   該当事項はありません。 

  

  

(企業結合等関係) 

   該当事項はありません。 



(１株当たり情報) 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  

１株当たり純資産額 359,414.67円

  

１株当たり純資産額 188,153.44円

  

１株当たり純資産額 192,683.26円

  

１株当たり中間純利益 5,798.78円

  

１株当たり中間純利益 2,931.08円

  

１株当たり当期純利益 16,303.72円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

 潜在株式がないため記載しており

ません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益 

同左 

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

同左 

    

  

  

  

  

  

  

  

(１株当たり純資産額の算定上の

基礎） 

・中間貸借対照表の純資産の部の合 

 計額 

           3,396,357千円 

・普通株式に係る純資産額 

          3,396,357千円 

・普通株式の発行済株式数 

            18,276株 

・普通株式の自己株式数 

              225株 

・１株当たり純資産の算定に用いら 

 れた普通株式の数 

            18,051株 

  

平成17年11月18日付で株式１株に

つき２株の割合で株式分割を行って

おります。前期首に株式分割が行な

われたと仮定した場合の前期に係る

１株当たり純資産額は173,572.93円

１株当たり当期純利益は21,202.04

円であります。 

(１株当たり中間純利益の算定上の

基礎) 

・中間損益計算書上の中間純利益 

    49,440千円 

・普通株式に係る中間純利益 

   49,440千円 

・普通株主に帰属しない金額 

 ― 千円 

・１株当たり中間純利益の算定に用

いられた普通株式の期中平均株式

数 

     8,526株 

(１株当たり中間純利益の算定上の

基礎) 

・中間損益計算書上の中間純利益 

52,909千円 

・普通株式に係る中間純利益 

52,909千円 

・普通株主に帰属しない金額 

― 千円 

・１株当たり中間純利益の算定に用

いられた普通株式の期中平均株式

数 

     18,051株 

(１株当たり当期純利益の算定上の

基礎) 

・損益計算書上の当期純利益 

286,150千円 

・普通株式に係る当期純利益 

286,150千円 

・普通株主に帰属しない金額 

― 千円 

・１株当たり当期純利益の算定に用

いられた普通株式の期中平均株式

数 

    17,551株 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 平成17年6月27日開催の取締役会におきま

して、平成17年11月18日付をもって1株を2

株に分割することを決議しております。 

1 分割により増加する株式数 

         9,138株 

2 分割方法 

平成17年9月30日最終の株主名簿及び実質

株主名簿に記載された株主の所有株式数

を、1株につき2株の割合をもって分割いた

します。 

3.配当起算日 

平成17年10月1日 

当該株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前中間会計期間及び前事業年度

における1株当たり情報、並びに当期首に行

われたと仮定した場合の当中間会計期間に

おける1株当たり情報は、それぞれ以下のと

おりとなります。 

前中間会計期
間 

当中間会計期
間 

前事業年度 

1株当たり純
資産額 

1株当たり純
資産額 

1株当たり純
資産額 

154,474.96円 179,707.33円 173,572.93円 
1株当たり中
間純利益金額 

1株当たり中
間純利益金額 

1株当たり当
期純利益金額 

2,261.49円 2,899.48円 21,202.04円 
潜在株式調
整後1株当た
り中間純利
益金額 

潜在株式調
整後1株当た
り中間純利
益金額 

潜在株式調
整後1株当た
り当期純利
益金額 

― ― ― 

  

―― 

  

―― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第21期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月 15日 
東海財務局長に提出。 

          

          



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月２８日

株 式 会 社 エ ム ジ ー ホ ー ム 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エムジーホ

ームの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第21期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社エムジーホームの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９

月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年11月18日付で株式分割を実施している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 田 昭 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田 光 明 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月２２日

株 式 会 社 エ ム ジ ー ホ ー ム 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社エムジーホ

ームの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第22期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に

対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社エムジーホームの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９

月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 井 上 嗣 平 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田 光 明 
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